
～対象サービス～
・児童発達支援 ・放課後等デイサービス
・居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援

練馬区 福祉部
指導検査担当課 障害福祉サービス検査係
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説明内容

１ 事業所の支援プログラムの作成等について

２ 人員の加配加算に係る基準人員について
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支援プログラムについて

•総合的な支援の推進および事業所の提供する支援の見え
る化を目的として、新たに５領域との関連性を明確にし
た事業所等における支援の実施に関する計画（支援プロ
グラム）の作成および公表が求められている。

令和６年４月１日より令和６年４月１日より

対象サービス対象サービス

•児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援
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健康・生活

運動・感覚

認知・行動言語・コミュニケーション

人間関係・社会性

５領域とは…
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１ 管理者や児童発達支援管理責任者のみで作成するのではなく、
直接支援に従事する職員の意見も踏まえて作成すること。

•全職員が、自事業所の理念や支援方針、提供する支援等に
ついて、共通理解を深めるための役割

•事業所の提供する支援内容の見える化により、支援を必要
とするこどもや家族のサービス選択に資する役割

３ 以下の観点も踏まえて作成すること。

２ 複数の事業を一体的に行う多機能型事業所の場合には、
それぞれの事業ごとに支援プログラムを作成すること。
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① 事業所名
② 作成年月日
③ 法人（事業所）理念
④ 支援方針
⑤ 営業時間
⑥ 送迎実施の有無

１ 事業所における基本情報
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① 本人支援の内容と５領域の関連性
② 家族支援（きょうだいへの支援も含む。）の内容
③ 移行支援の内容
④ 地域支援・地域連携の内容
⑤ 職員の質の向上に資する取組
⑥ 主な行事

２ 支援内容

以上の項目を網羅した支援プログラムを作成すること。
事業所の判断により、別の項目を追記してもよい。
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支援プログラムの公表および届出について

支援プログラム作成
インターネット
その他の方法により

公表

公表方法および公表内
容を都道府県に届出
（令和７年３月まで）

令和６年４月 令和７年３月経過措置期間 9



支援プログラム未公表減算について

令和６年４月 令和７年３月

支援プログ
ラム作成
支援プログ
ラム作成

インター
ネットその
他の方法で
公表

インター
ネットその
他の方法で
公表

都道府県に
届出

令和７年４月以降
届出がされていな
い場合

支援
プログラム
未公表減算

支援
プログラム
未公表減算

経過措置期間
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支援プログラムの公表および届出について
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放課後等デイサービスの基準人員
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管理者

児童発達支援管理責任者

児童指導員または保育士である者
（機能訓練担当職員・看護職員）
・障害児10名までは２名以上
・障害児10名を超える場合は、

５またはその端数を増すごとに１を加えて得た数以上
例︓障害児11～15名では ３名以上

欠如



児童指導員等の配置が不適切であったケース①
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定員10名、常勤職員３名の事業所で、児童指導員等加配加算
「児童指導員等を常勤で配置する場合」で届け出ているケース

基準
人員

Ｂ保育士・常勤Ａ児童指導員・常勤 Ｃ保育士・常勤

加配
人員

しかし、やむを得ない事情で障害児を11名受け入れる日が３日ありました。
当該日は、基準人員として、児童指導員等を３名配置する必要があります。

基準
人員

Ｂ保育士・常勤Ａ児童指導員・常勤 Ｃ保育士・常勤

加配
人員

職員は常勤３名のため、C保育士を基準人員として配置しました。



4週の
合計勤務時間313029……５４３２１日付

16088888888Ａ児童指導員
160８８８８８８８８Ｂ保育士
16088888888Ｃ保育士

81110101110119利用者数
23223232基準人員数
10110101加配人員数

⇒加配人員
としては、
136時間

基準人員
２名

15※常勤職員が勤務する時間 週40時間



児童指導員等の配置が不適切であったケース②
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定員10名、常勤職員２名、非常勤理学療法士２名の事業所で、
専門的支援体制加算を届け出ているケース

基準
人員

Ｂ保育士・常勤Ａ児童指導員・常勤

加配
人員

しかし、やむを得ない事情で障害児を11名受け入れる日が５日ありました。
当該日は、基準人員として、児童指導員等を３名配置する必要があります。

定員を超えた日は、C理学療法士またはD理学療法士を基準人員として
配置しました。

Ｃ理学療法士・非常勤 D理学療法士・非常勤

基準
人員

Ｂ保育士・常勤Ａ児童指導員・常勤

常勤
換算
1.0

or

ＣまたはD理学療法士・非常勤

加配
人員



4週の
合計勤務時間313029……５４３２１日付

16088888888Ａ児童指導員
160８８８８８８８８Ｂ保育士

9688888Ｃ理学療法士
64 888Ｄ理学療法士

81111101111119利用者数
23323332基準人員数
10010001加配人員数

※常勤職員が勤務する時間 週40時間

120時間

基準人員
２名
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常勤換算
0.75名



まずは基準人員の配置を確認
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加配加算は、支援強化に対する手厚い配置への評価である。

基準人員に加えて配置した場合に算定できることを忘れずに。

その上で、適切に配置できた場合は算定する。

適切に配置できない場合は算定しない。



そして基準人員の配置を管理
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勤務形態一覧表を加工して、人員配置が適切にできているか管理し
ている事業所もあります。
各職員の枠に「基（基準人員）」、「専（専門的支援体制加算）」
といったように記入し、管理している例もあります。
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定員超過は基準条例違反です。定員超過は基準条例違反です。
（定員の遵守）都条例第１３９号 第３８条

基準は遵守しましょう。



～法令～
○児童福祉法、児童福祉法施行令、児童福祉法施行規則

～指定基準・運営基準～
○東京都指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例

【都条例第139号】

○東京都指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例施行規則

【都規則第167号】

～解釈通知等～
○児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準について

【障発第0330第12号】

～報酬告示～
○児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関す

る基準【厚生労働省告示第122号】
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～留意事項通知～
○児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に
関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について【障発第0330第16号】

～参考～
〇児童発達支援ガイドライン【令和6年7月】

○放課後等デイサービスガイドライン【令和6年7月】

○保育所等訪問支援ガイドライン【令和6年7月】

○令和６年度障害福祉サービス報酬改定に伴う個別支援計画作成にあたっての留意点及び
記載例について 【令和６年３月 子ども家庭庁支援局障害児支援課】

〇令和６年度障害福祉サービス報酬改定に伴う個別支援計画作成にあたっての留意点及び
記載例について（別紙1）個別支援計画の記載のポイント（別紙2)個別支援計画の記載の
ポイント 参考様式版 【令和６年３月 子ども家庭庁支援局障害児支援課】

〇児童発達支援等ガイドライン（概要）詳細版【令和6年７月 子ども家庭庁】
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